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In this study, considering the vibrational characteristics of the ground and a building, we analyze the main story in 
Ichigaya Tamachi Campus. This study has two processes. The first process consists of the microtremor observation and 
3D FEM analysis. We decide the natural periods from the vibration data obtained by the microtremor observation. We 
calculate several natural periods and investigated the vibrational behavior of the building by the 3D FEM analysis. 
Finally, we show the comparison between the observational data and the analytical results. The second process has 
dynamic response analysis using the shear mass system model which is made in detail from the drawings of the 
building. Then inputting the real seismic waves, we carry out the dynamic response analysis based on the incremental 
type method of Runge-Kutta which makes it possible to examine the seismic capacity of the building. 
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1．はじめに	 
現在、建築基準法改定の流れを受け、建物の耐震
性や耐震補強についての考慮が重要となっている。
本研究は地盤振動による既成建物の振動性状および
耐震性能を把握し、今後の耐震補強に役立てること
目的とした研究である。法政大学市ヶ谷田町キャン
パスを対象に常時微動観測機器を用いて振動計測を
行い、得られた観測データと、作成した立体骨組モ
デルの解析結果との比較検討を行う。次にせん断系
質点モデルによる動的応答解析結果から耐震性を調
査する。[1]	 
2.	 観測	 
2.1	 対象建物	 
法政大学市ヶ谷田町校舎を対象にモデル化を行っ
た。外観を	 Fig.1	 に示す。新宿区市谷田町に立地す
る造地下 1 階,地上 5 階建ての本校舎は 1962 年の竣
工から築 50 年が経過している。2008 年に改修工事
を行い、耐震壁を増設した。建物は平面、断面共に
ほぼ左右対称である長手方向が 48m、短手方向で
21.6m ある。構造体としては地下 1 階から地上 5 階
まで連続してある柱があるが、階によって寸法が異
なる。構造体の主な寸法は、柱 750×750mm、700×
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700mm、600×600mm、	 大梁 850×350mm、800×350mm、
小梁 800×250mm、750×250mm、耐震壁厚 300mm、200mm、
150mm、スラブ厚 120mm となっている。	 
	 
図.1	 法政大学市ヶ谷田町校舎	 
Fig.1 Ichigaya Tamachi Campus of Hosei University 
 
2.2	 常時微動観測	 
	 地盤や構造物はごくわずかではあるが常に振動し
ており、この微動な振動のことを常時微動と呼ぶ。
常時微動の発生原因は風・波浪といった自然現象や、
交通機関・工場など各種の人間活動によるものであ
り、それらが複雑に混ざり合っている。常時微動を
適切に計測して分析することにより、地盤や構造物
の振動性状(剛性、減衰特性など)を抽出することが
できる。振動周期にして 0.1 秒から数秒程度が常時
微動の観測帯域である。	 
	 
観測機器：常時微動観測には Fig.2	 に示した、低周
波の微振動を測定できる昭和測器の微少振動測定用
機器、3 軸微振動検出器を使用した。本器は 3 方向
のサーボ型加速度計を用いて建造物 X、Y、Z 方向の
微振動(DC加速度/AC加速度/VEL速度/DISP変位切り
換え付)を検出し、その波形を 3 チャンネルレコーダ
に取り込んだ後 CF メモリを使用してパソコンにデ
ータを転送する事が可能なシステムである。	 
	 
	 
図.2	 3 軸微振動検出器	 
Fig.2 Three axis vibrograph 
 
観測条件：常時微動観測は 2012 年 8 月 18 日	 9:00
～13:30 に行った。常時微動による建物の共振は、
100Hz 以下の範囲で卓越すると考えられるので、サ
ンプリング周波数は 100Hz に設定した。建物周辺は
オフィス街に立地しており、休日に観測したため人
通りは少なかった。よって人工加震の影響は少なく、
比較的良い観測条件で実測を行うことができた。	 
	 
観測点：振動計は各階エレベーター横の柱の前に置
き、1 階外の地盤面にも 1 台設置した。4 パターンで
3 個の振動計を使用し、それぞれ 15 分間各 3 回観測
した。初回の15分間の内最初の3分間を除きその後、
10 分間をグラフに用い、その中で比較し各階ごとの
結果を示した。観測パターンとしては｛FF・B1・1F｝
｛1F・2F・3F｝｛FF・B1・5F｝の 4 パターンとして行
った。観測点を Fig.3 に示す。	 
	 
	 
図.3	 観測点	 
Fig.3 Observation Point 
	 
観測結果：8 月 18 日の観測結果を分析、考察した。
記録の分析は人や交通振動等のノイズ部分を避けて、
時系列の良好な記録部分を選び出して行った、スペ
クトルのピークが色の付いたポイントで表され、数
値を読み取ることができる。観測点の X 方向、Y 方
向の波形データをフーリエ変換(FFT 法)して得たフ
ーリエスペクトルを示す。上に X 方向、下に Y 方向
を B1 階から 5 階の順で以下に示す。グラフは横軸 1
目盛で 2Hz、縦軸 1 目盛で 10Hz 刻みとなっている。
観測結果を Fig.4～Fig.9 に示す。	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図.4	 B1 フーリエスペクトル	 
Fig.4 B1 Fourerier spectum 
	 
	 
図.5	 1F フーリエスペクトル	 
Fig.5 1F Fourerier spectum 
	 
	 
図.6	 2F フーリエスペクトル	 
Fig.6 2F Fourerier spectrum 
	 
	 
図.７	 3F フーリエスペクトル	 
Fig.7 3F Fourerier spectum 
	 
	 
図.8	 4F フーリエスペクトル	 
Fig.8 4F Fourerier spectum 
	 
図.9	 5F フーリエスペクトル	 
Fig.9 5F Fourerier spectum 
	 
2.3	 考察	 
X方向に関しては 1.2～1.4Hzにおいて 1次ピーク
が見られる。2 次ピークは 4.7～5.8Hz において見ら
れるが、1 次ピークと比較するとばらつきが大きい
と言える。また、Y 方向に関しては 1.4～1.7Hz にお
いて 1 次ピーク、3.8～4.7Hz において 2 次ピーク、
5.7～7.0Hz において 3 次ピークが見られる、1 次ピ
ークは比較的合うものの段々とばらつきが大きくな
る。	 
	 
3．実在建物の解析モデル	 	 
3.1	 質量評価	 
本研究をするにあたり、対象建物の質量を算定し構
造モデルの作成を行った。手順として、図面の CAD
データを作成し、このデータを基に面積・体積の算
定を行った。その後、各材料の比重を掛け合わせる
ことで質量を求めた。各質点の各層で算出した質量
を質点に集約し、柱については各層に存在する本数
を足し合わせて質量を算定した。Fig.10	 	 Table.1	 
に作成したモデルを示す。	 
	 
	 図.10	 せん断質点系モデル	 
Fig.10 Shearing Lumped Mass Model 
m3 
m2 
k1 
k2 
k4 
k3 
k5 
k6 
m1 
390[cm] 
 
350[cm] 
 
460[cm] 
 
m5 
m6 
m4 
350[cm] 
 
350[cm] 
 
350[cm] 
 
91 
Copyright © 2013 Hosei University	 	 	 	 	 	 法政大学情報メディア教育研究センター研究報告 Vol.27 
表 1	 剛性・質量	 
Table.1 Stiffness and Mass 
	 
	 
	 3.2 剛性評価	 
立体構造モデルの剛性を算出するために、三方向
における曲げ剛性・ねじり剛性を考慮した。各部材
座標系において剛性を算出し、要素剛性マトリクス
とする。その後、任意の方向を向いている各部材座
標系を座標変換マトリクスにより全体座標系に変換
し、また、固有値解析の効率化のため、立体構造モ
デルからせん断系質点モデルへの縮約を行い、全体
座標系における剛性とした。耐震壁に関してはブレ
ース置換を用いた。	 [2][3]	 
	 
3.3	 固有値解析	 
	 以上より得られたせん断質点系モデルの固有値
解析を行った。	 
Table.2、Fig.11 に固有周期と固有モードを示す。	 
	 
	 
図.11	 固有モード	 
Fig.11 Natural Mode 
 
表 2	 固有周期	 
Table.2  Natural Period 
1 次  0.593s 
2 次  0.180s 
3 次  0.112s 
	 
4.動的応答解析	 
	 本研究では、動的応答解析を行うにあたり
Runge-Kutta 法を増分型へ変換した。作成したせん
断質点系モデルにレーリー減衰と履歴特性を付与し、
兵庫県南部地震に対する弾塑性応答解析を実行した。 
 
4.1	 増分型 Runge-Kutta 法	 
	 本節で増分型 Runge-Kutta 法の定式化を示す。	 
[5][6]	 
地震動入力を受ける構造物の非線形運動方程式はあ
る時刻 nt t= において	 
[ ]{ } [ ]{ } { } ( ){ } [ ]{ } 01n n n n nM y C y P B t M y+ + = = −& & & 	 (1)	 
となる。後の時間区間 1n nt t t +< ≤ において、変位ベ
クトルが ( ){ } { } ( ){ }ny t y y t= + Δ のように変化する
ものとし、それに伴う速度、加速度などの各ベクト
ルを考慮すると、（1）式は	 
[ ] ( ){ } [ ] ( ){ } [ ] ( ){ }Δ + Δ + Δ& & nM y t C y t K y t 	 
( ){ } [ ]{ } ( )( ) { }0 01= = − + Δ −& &n nB t M y y t P 	 	 	 	 	 (2) 
となる。初期条件は	 
( ){ } ( ){ } { }0,n n ny t y t yΔ = Δ =& & 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (3) 
である。（1）式を４次精度 Runge-Kutta 公式の増分
表現に書き換えると、以下のようになる。	 
{ } { } { }1+ = + Δn ny y y                          (4) 
{ } { } { } { } { }( )0 1 26
Δ
Δ = Δ + + +&n ty t y L L L          (5) 
{ } { } { }1+ = + Δ& & &n ny y y                          (6) 
{ } { } { } { } { }( )0 1 2 32 26
Δ
Δ = + + +& ty L L L L          (7) 
{ } { } [ ]{ }1+ = + Δn n nP P K y                      (8) 
[ ] { }= ⎡ ⎤⎣ ⎦n n nK K x                            (9) 
ここに、 
{ } [ ] ( ){ } { } [ ]{ }( )10 n n nL t M F t P C y−= Δ − − &     (10) 
{ } [ ] ( )11 1*
−
= ΔL t M                         (11) 
 
 
k1=26991[kN/cm] 	  	 k4=27187[kN/cm] 
m1=412.73[t]	 	 	  	  m4=1103.65[t] 
k2=33651[kN/cm] 	  	 k5=11997[kN/cm] 
m2=1107.47[t] 	 	   	 m5=1303.96[t] 
k3=28965[kN/cm] 	  	 k6=51613[kN/cm] 
m3=1109.52[t]	 	   	  m6=1564 .79[t] 
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{ } [ ] { }1* 2 2
Δ Δ⎧ ⎫⎛ ⎞= + − −⎨ ⎬⎜ ⎟
⎝ ⎠⎩ ⎭
&n n n nt tF t P K y  
[ ] { } { }0
1
2
⎛ ⎞− +⎜ ⎟
⎝ ⎠
&nC y L 	 	 	 (12) 
{ } [ ] ( )12 2*
−
= ΔL t M                        (13) 
{ } [ ] { } { }2 0* 2 2 4
Δ Δ Δ⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞= + − − +⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭
&n n n nt t tF t P K y L  
	 [ ] { } { }1
1
2
⎛ ⎞− +⎜ ⎟
⎝ ⎠
&nC y L 	 	 	 (14) 
{ } [ ] ( )13 3*
−
= ΔL t M                        (15) 
{ } [ ] { } { }3 1* 2 2
Δ Δ⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞= + − − Δ +⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭
&n n n nt tF t P K t y L  
[ ] { } { }2
1
2
⎛ ⎞− +⎜ ⎟
⎝ ⎠
&nC y L 	 	 	 (16) 
( ){ } [ ]{ } ( )01F t M y t= − & 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (17) 
	 せん断質点系の第 i節点の復元力 iPとせん断力の
iQ 関係は，第 i層の層間変位を用いて	 
, 1 , 1 1, 1i n i n i np Q Q+ + + += − 	 	 	 	 	 	 	 	 	  (18) 
, 1 , , ,i n i n i n i nQ Q k x+ = + Δ 	 	 	 	 	 	 	 	 	  (19) 
, , 1,i n i n i nx y y −Δ = Δ − Δ 	  	 	 	 	 	 	 	 	  (20) 
と表される。ここで nは時間ステップである。 
 
4.3	 履歴特性の付与	 
	 非線形復元力を表わすモデルとしてバイリニア系
を採用した。また弾性限界時の評価法としては対象
建物の図面に基づき算出した保有水平耐力に対応す
る変位を弾性限界時の変位とした。[7]	 
	 
4.4 地震波入力	 
	 兵庫県南部地震の入力は 40 秒間、解析時間は 50
秒間とした。	 
	 
表 3	 兵庫県南部地震	 
Table.3 Hyogo-ken Nanbu Earthquake 
地震名	 兵庫県南部地震	 
年代	 1995 年  
最大加速度発生時刻	 
Smax	 
8.52 s 
最大加速	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
Amax	 
817.8 gal 
マグニチュード	 7.3 
	 
	 
	 
図.12	 兵庫県南部地震	 
Fig.12 Hyogo-ken Nanbu Earthquake 
	 
4.5	 解析結果	 
	 Fig.13～Fig.18 に各質点の応答変位、Fig.19～
Fig.24 に各層のせん断力‐層間変位の履歴を示す。	 
	 
図.13	 6 層・時刻歴応答	 
Fig.13 Displacement of the 6th layer 
 
図.14	 5 層・時刻歴応答	 
Fig.14 Displacement of the 5th layer 
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図.15	 4 層・時刻歴応答	 
Fig.15 Displacement of the 4th layer 
 
 
図.16	 3 層・時刻歴応答	 
Fig.16 Displacement of the 3rd layer 
 
	 
図.17	 2 層・時刻歴応答	 
Fig.17 Displacement of the 2nd layer 
 
 
図.18	 1 層・時刻歴応答	 
Fig.18 Displacement of the 1st layer 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	 
図.19	 6 層	 せん断力‐層間変位の履歴	 
Fig.19 Shear Force and Displacement 
Of The 6th layer 
 
 
	 
図.20	 5 層	 せん断力‐層間変位の履歴	 
Fig.20 Shear Force and Displacement 
Of The 5th layer 
 
 
	 
図.21	 4 層	 せん断力‐層間変位の履歴	 
Fig.21 Shear Force and Displacement 
Of The 4th layer 
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図.22	 3 層	 せん断力‐層間変位の履歴	 
Fig.22 Shear Force and Displacement 
Of The 3rd layer 
 
 
	 
図.23	 2 層	 せん断力‐層間変位の履歴	 
Fig.23 Shear Force and Displacement 
Of The 2nd layer 
 
 
図.24	 1 層	 せん断力‐層間変位の履歴 
Fig.24 Shear Force and Displacement 
Of The 1st layer 
	 
	 
4.6	 考察	 
	 せん断力‐層間変位関係の履歴曲線によると、5
階から階層が下がるに従い変位が増大している。１
層と２層は降伏域に入っており耐震上より詳細な検
討が必要である。	 
	 
5.	 検討・今後の課題	 
観測：常時微動観測を行うには建物内において人間
活動によるノイズの少ない条件が必要である。本研
究では夏季休暇閉鎖中の法政大学市ヶ谷田町校舎と
いう比較的良好な環境で観測することができたが、
より正確な観測を行うためには周辺に学生等の全く
いない深夜が望ましい。	 
	 
解析：以下の検討が今後の課題である	 
・固有値解析による結果と観測結果を比較すること
により剛性を再評価する	 
・バイリニアモデル以外のモデルを考慮した弾塑性
応答解析を試みる	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